
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 4.6 4.3 4.1 3.9 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 4.8 実績値

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

目標値 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 実績値

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④今年度末の施策目的の達成度予測

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

更新日：

事務事業所管部局長
（幹事部局） 島根県警察本部長　米村　猛 0852-26-0110

犯罪率（人口千人当たり
の刑法犯認知件数(暦
年）)

件以下/
千人

①施策の目的等

施策の名称

施策評価シート 評価実施年度： 平成２８年度

施策Ⅱ－１－４　治安対策の推進

２８年度の施策目的
の達成度予測

Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる（見直す
点がある）
Ｃ達成は困難

高齢者が対象となる特殊詐欺が依然として発生しており、自転車盗等の被害時における無施錠であった割合が全国でもワー
スト上位であるなど、引き続き、治安対策の推進が必要であるものの、本年６月末現在の刑法犯認知件数は、前年比175件
減少しており、成果参考指標(犯罪率)の観点からは順調に推移しており、県民が安全で安心して暮らせる日本一治安の良い地
域社会の実現という施策目的を概ね達成できると考える。

B

判断 その理由

目的
県民が安全で安心して暮らせる日本一治安の良い地域社会を実現するため、各種犯罪への対策を強化するとともに、県民の自主防犯活動と連携し地域に密着し
た取組みを推進します。

数値目標

【犯罪の発生状況】（数値は本年６月末現在）
県内の刑法犯認知件数は1,488件(前年比－175件：－10.5％)で、年間の認知件数がピークであったH15年以降、６月末の件数としては最少である。個別的には、侵入窃盗
が152件(前年比－11件：－6.7%)、自転車盗等の乗り物盗が207件(前年比－103件：－33.2%)、特殊詐欺が23件(前年比－12件：－34.3%)、子ども・女性に対する声
かけ・つきまとい事案が69件(前年比－23件：－25%)と減少している。しかし、特殊詐欺の被害者のうち高齢者の占める割合が７割を超えているほか、自転車盗、住宅侵
入窃盗、車上ねらい等の被害時において無施錠であった割合(無施錠率)が全国ワースト上位であるという問題点を抱えている。
【犯罪の起きにくい社会づくりの推進】
防犯ボランティア(H27年中：379団体 22,150人)、青色防犯パトロール隊(本年６月末：159団体 3,646人)と連携するとともに、街頭防犯カメラの設置促進(本年６月
末：警察管理の27台を含め438台設置)、特殊詐欺被害防止に向けた高齢者に対する直接的な注意喚起や金融機関窓口での声かけによる水際対策(本年6月末：水際阻止19
件)などに取り組んでいる。

定性目標
平成28年度～平成31年度

　

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

H27年中の刑法犯認知件数は3,342件(前年比－1,430件)である。
犯罪率は全国８位(良い順)である。

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・デー
タなどに基づいた施
策の現状や取組状
況）

数値目標

2017/1/18 16:32

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

○特殊詐欺の被害者のうち高齢者の占める割合が７割を超え、高齢者の資産が狙われていること、無施錠率が依然として高いことなどから、更なる犯
罪の未然防止に向けた取組を推進していく必要がある。また、県民に強い不安感を抱かせる凶悪犯罪に対しては、引き続き早期検挙に努めていく必要
がある。
○県民の安全・安心を確保するため、防犯ボランティアによるパトロール活動、鍵かけ運動の推進、自治体・地域コミュニティによる街頭防犯カメラ
の設置促進を始めとする、犯罪の起きにくい社会づくりに向けた取組を推進していく必要がある。
○サイバー犯罪・サイバー攻撃や組織犯罪等の新たな治安上の課題に対する対処能力の向上を図る必要がある。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

○　H26年８月５日、本県における新たな治安対策の指針として、「犯罪に強い社会の実現のための島根行動計画」を策定し、この新行動計画の着
　実な推進を通じて更なる治安の向上を目指すこととしている。
○　新行動計画では、少子高齢化の進展・地域との関わりの希薄化等の社会構造の変化を踏まえ、行政機関のみならず地域全体が連携しながら、子
   供・女性・高齢者を始めとする県民の安全を守るための各種対策や再犯防止対策の強化等に取り組むとともに、サイバー犯罪・サイバー攻撃、
   組織犯罪等の新たな脅威に対する対処能力の強化等を図ることとしている。
　　計画体系は、７つの視点の下に、35施策・161事業で構成する中、具体的には、
  　①　活力ある社会を支える安全・安心の確保
　  ②　犯罪者を生まない社会の構築及び再犯防止対策の推進
　  ③　安心して外国人と共生できる社会の実現に向けた不法滞在者対策
　  ④　社会を脅かす組織犯罪への対処
　  ⑤　安全なサイバー空間の構築
　  ⑥　原子力発電所等重要施設に対するテロ対策・カウンターインテリジェンスの強化
  の各視点に基づく施策を展開するとともに、これを効果的に推進する上で必要となる
　  ⑦　犯罪に強い社会の実現に向けた基盤の強化
  の視点に基づき、人員・施設の充実、科学技術の活用等の多角的観点から基盤の強化に取り組むこととしている。



（単位：千円）

1
犯罪のない安全で安心なまち
づくりの推進

県民の防犯意識を高め、防犯に留意したまちづくりを推進することにより、誰もが安
全に安心して暮らすことができる社会の実現を目指す。

2,316 1,963
環境生活総
務課

2 治安基盤強化事業
警察の組織の人的、物的及び制度的基盤を整備し、精強な第一線警察を構築するこ
とにより、県民の安全で安心な生活を確保する。

1,094,309 1,094,765 警察本部

3
犯罪の起きにくい地域社会づく
り推進事業

県民に対し、自主防犯活動に資する安全安心情報の提供や防犯活動に対する必要な支援を行うことにより、犯罪に遭わないための防

犯意識の向上を図るとともに、県民の身近な場所で発生する犯罪を抑止し、犯罪被害に対する不安感を解消する。 43,469 41,644 警察本部

4 街頭活動強化事業
交番の地域警察官によるパトロールや訪問による街頭活動を強化し、住民の安心感
と体感治安の向上を図る。

63,190 67,738 警察本部

5 サイバー対策事業 安全に安心してインターネットを利用できるようにする。 12,168 11,258 警察本部

6 凶悪犯罪等対象事業
県民の体感治安に直接影響を及ぼす凶悪犯罪を検挙することにより、県民の生命・
身体・財産を守る。

50,992 43,685 警察本部

7 暴力団対策事業 暴力団犯罪から守る 5,584 7,610 警察本部

8 犯罪被害者支援事業
犯罪被害者等の被害を早期に回復させるとともに、再び平穏な生活を営むことができ
るよう支援を講ずる。

4,993 5,746 警察本部

9 警察相談事業
警察に寄せられる相談内容に応じ、的確な指導助言を行うとともに、違法行為者に対して警告・検挙等の措置を
講じ、犯罪等による被害を未然に防止し、県民の不安を解消する。 18,394 19,548 警察本部
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施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

施策Ⅱ－１－４　治安対策の推進施策の名称

所管課名
前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費


